
 

 

第 2 8 期 中 間 決 算 公 告 

 
2022年 12 月 28日 

東京都千代田区神田錦町二丁目2番地1 
農 中 信 託 銀 行 株 式 会 社 
代 表取締役 社長  高橋  茂充 

 
 

中間貸借対照表（2022年9月30日現在） 
 

（単位：百万円）

金  額 金  額

17,430 7,734
1 740

16,800 386
2,823 353

そ の 他 の 資 産 2,823 212
347 381

1,604 70
298 9,139

20,000
10,175

3,306
6,869

繰 越 利 益 剰 余 金 6,869
30,175

△9
△9

30,166
39,305 39,305

利 益 剰 余 金

利 益 準 備 金

負債及び純資産の部合計

純 資 産 の 部 合 計

評価・換算差額等合計

そ の 他 利 益 剰 余 金

その他有価証券評価差額金

資 本 金

そ の 他 負 債

役員退職慰労引当金

未 払 法 人 税 等

退 職 給 付 引 当 金

そ の 他 資 産

賞 与 引 当 金

そ の 他 の 負 債

科          目

（ 負 債 の 部 ）

信 託 勘 定 借

（ 資 産 の 部 ）

現 金 預 け 金

株 主 資 本 合 計

金 銭 の 信 託

有 形 固 定 資 産

負 債 の 部 合 計

（ 純 資 産 の 部 ）

資 産 の 部 合 計

無 形 固 定 資 産

科          目

有 価 証 券

繰 延 税 金 資 産

 



 

 

2022年 4 月  1 日 から

2022年 9 月 30日 まで
中間損益計算書 （ ）  

（単位：百万円）

3,910
2,869

440
( 435 )   

600
0

2,189
0

153
2,035

0

1,721
0

1,721
393

7
401

1,319

経 常 利 益

営 業 経 費

そ の 他 経 常 費 用

役 務 取 引 等 費 用

経 常 費 用

金             額

経 常 収 益

信 託 報 酬

資 金 運 用 収 益

科          目

（うち有価証券利息配当⾦）
役 務 取 引 等 収 益

資 金 調 達 費 用

そ の 他 経 常 収 益

特 別 損 失

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税

法 人 税 等 調 整 額

法 人 税 等 合 計

税 引 前 中 間 純 利 益

中 間 純 利 益
 

 
 



 

記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。  
 
重要な会計方針  
 
１．有価証券の評価基準および評価方法 

 有価証券の評価は、子会社・子法人等株式および関連法人等株式については移動平均法

による原価法、その他有価証券については時価法（売却原価は主として移動平均法により

算定）、ただし市場価格のない株式等については移動平均法による原価法により行ってお

ります。 

なお、その他有価証券の評価差額については、全部純資産直入法により処理しておりま

す。 

 

２．固定資産の減価償却の方法 

（１）有形固定資産（リース資産を除く） 

有形固定資産のうち、建物および 2016 年 4 月 1 日以後に取得した建物附属設備につい

ては定額法、その他は定率法を採用し、年間減価償却費見積額を期間により按分して計上

しております。 

また、主な耐用年数は次のとおりであります。 

建 物 15 年～50 年  

その他 3 年～15 年  

 

（２）無形固定資産（リース資産を除く） 

 無形固定資産は、定額法により償却しております。なお、自社利用のソフトウェアにつ

いては、社内における利用可能期間（主として5年）に基づいて償却しております。 

 

（３）リース資産 

所有権移転外ファイナンス・リース取引にかかる「有形固定資産」中のリース資産は、

リース期間を耐用年数とした定額法により償却しております。 

 

３．引当金の計上基準 

（１）賞与引当金 

 賞与引当金は、従業員への賞与の支払いに備えるため、従業員に対する賞与の支給見込

額のうち、当中間期に帰属する額を計上しております。 

 

（２）退職給付引当金 

 退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、当中間期末における要支給額に相

当する額を計上しております。 

 

（３）役員退職慰労引当金 

 役員退職慰労引当金は、役員（執行役員を含む。以下同じ）への退職慰労金の支払いに

備えるため、役員に対する退職慰労金の支給見積額のうち、当中間期末までに発生してい

ると認められる額を計上しております。 

 



 

 

４．収益の計上方法 

 当社は顧客より受託した信託財産を管理・運用する義務があります。信託報酬は、一

定の期間にわたる履行義務を充足した時点で収益を認識しております。 

 

５．消費税等の会計処理 

 消費税および地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。ただし、資産にか

かる控除対象外消費税等は当中間期の費用に計上しております。 

 

注記事項 
 
（中間貸借対照表関係）  

１．関係会社の株式総額 240百万円 

 

２．日本銀行当座預金決済にかかる当座借越取引の担保として、有価証券13,194百万円を

差し入れております。また、その他の資産には、保証金234百万円が含まれております。  

 

３．有形固定資産の減価償却累計額 273百万円 

 

４．銀行法施行規則第19条の2第1項第3号ロ(10)に規定する単体自己資本比率（国内基準） 

  162.86％ 

 

（金融商品関係） 

１．金融商品の時価等に関する事項 

2022 年 9 月 30 日における中間貸借対照表計上額、時価およびこれらの差額は、次のと

おりであります。なお、市場価格のない株式等は、次表には含めておりません（（注）参

照）。また、現金預け金、金銭の信託および信託勘定借は短期間で決済されるため時価が帳

簿価格に近似することから、注記を省略しております。 

 

（単位：百万円） 

 中間貸借対照表 
計上額 

時 価 差 額 

有価証券 15,378 15,378 － 

その他有価証券 15,378 15,378 － 

資 産 計  15,378 15,378 － 

 

（注）市場価格のない株式等の中間貸借対照表計上額は次のとおりであり、金融商品の時価

情報の「有価証券」には含まれておりません。 

（単位：百万円） 

区 分 中間貸借対照表計上額 

関連法人等株式  

非上場株式(＊) 240 



 

その他有価証券  

非上場株式(＊) 1,182 

合 計 1,422 

 

（＊）非上場株式については、「金融商品の時価等の開示に関する適用指針」（企業会計

基準適用指針第 19 号 2020 年３月 31 日）第５項に基づき、時価開示の対象とはして

おりません。 

 

２．金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項 

金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性および重要性に応じて、

以下の３つのレベルに分類しております。 

 

レベル１の時価：観察可能な時価の算定にかかるインプットのうち、活発な市場において

形成される当該時価の算定の対象となる資産または負債に関する相場価格に

より算定した時価 

レベル２の時価：観察可能な時価にかかるインプットのうち、レベル１のインプット以外

の時価の算定にかかるインプットを用いて算定した時価 

レベル３の時価：観察できない時価の算定にかかるインプットを使用して算定した時価 

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、

それらのインプットがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優

先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。 

 

（１）時価で中間貸借対照表に計上している金融商品（2022 年 9 月 30 日現在） 

（単位：百万円） 

区分 
時価 

レベル１ レベル２ レベル３ 合計 
有価証券     
 その他有価証券     
  債券     
   国債 3,091 － － 3,091 
   地方債 － 12,199 － 12,199 
  その他     
   投資信託 － 87 － 87 

資産計 3,091 12,287 － 15,378 

（注１）時価の算定に用いた評価技法および時価の算定にかかるインプットの説明 

資 産 

有価証券 

有価証券については、活発な市場における無調整の相場価格を利用できるものはレベル 1 

の時価に分類しており、国債が含まれます。 

地方債は相場価格を用いて評価しております。当社が保有している地方債は市場での取引

頻度が低く、活発な市場における相場価格と認められないため、その時価をレベル２の時価

に分類しております。 

また、投資信託については基準価額での解約・売却などの取引可能性を踏まえてレベル分

類を行っております。 



 

 

（有価証券関係） 

１．その他有価証券（2022年9月30日現在）  

（単位：百万円） 

 
種 類 

中間貸借対照表 
計上額 

取得原価また

は償却原価 
差 額 

中間貸借対照表計上額

が取得原価または償却

原価を超えるもの 

債券 7,201 7,200 1 

地方債 7,201 7,200 1 

小 計 7,201 7,200 1 

中間貸借対照表計上額

が取得原価または償却

原価を超えないもの 

債券 8,089 8,095 △6 

 国債 3,091 3,095 △4 

 地方債 4,998    5,000 △1 

その他 87 95 △8 

その他 87 95 △8 

小 計 8,176 8,191 △14 

合 計 15,378 15,391 △13 

 

（金銭の信託関係） 

１．その他の金銭の信託（運用目的および満期保有以外）（2022年9月30日現在） 

（単位：百万円） 

 中間 
貸借対照表 

計上額 
取得原価 差 額 

うち中間貸借対照

表計上額が取得原

価を超えるもの 

うち中間貸借対照

表計上額が取得原

価を超えないもの 

その他の金銭

の信託(＊) 
1 1 － － － 

合 計 1 1 － － － 

 (＊)「うち中間貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの」「うち中間貸借対照表計上額

が取得原価を超えないもの」はそれぞれ「差額」の内訳であります 

 

（税効果会計関係） 

繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳は、それぞれ以下のとおりであります。 

繰延税金資産   

 賞与引当金 65 百万円 

退職給付引当金 116  

未払事業税 38  

減価償却損金算入限度超過額 33  

役員退職慰労引当金 21  

その他 23  

繰延税金資産合計 298  

繰延税金資産の純額 298 百万円 

 

 



 

（収益認識関係） 

（単位：百万円） 

区 分 当中間会計期間 

経常収益 3,910 

うち信託報酬 2,869 

うち役務取引等収益 600 

  投資顧問業務 331 

  信託関連業務 48 

  証券関連業務 25 

   その他の役務収益 194 

うち資金運用収益(＊) 440 

うちその他経常収益 0 

 (＊) 企業会計基準第29号「収益認識に関する会計基準」の対象外の収益です。 

 

（持分法損益等） 

関連会社に対する投資の金額 240百万円  

持分法を適用した場合の投資の金額 685百万円  

持分法を適用した場合の投資利益の金額 137百万円  

 

（１株当たり情報） 

１株当たりの純資産額 75,416円53銭  

１株当たりの中間純利益金額 3,299円72銭  

 



 

 

信 託 財 産 残 高 表 
（2022年9月30日現在）  

 

（単位：百万円）

貸 出 金 586,768 指 定 金 銭 信 託 562

有 価 証 券 215,171 特 定 金 銭 信 託 21,652

信 託 受 益 権 3,315,774 年 金 信 託 3,309

受 託 有 価 証 券 5,396,611 投 資 信 託 1,058,646

金 銭 債 権 2,533,160 金 銭 信 託 以 外
の 金 銭 の 信 託

3,759,442

有 形 固 定 資 産 33,207 有 価 証 券 の 信 託 8,089,712

そ の 他 債 権 396 金 銭 債 権 の 信 託 2,566,352

銀 行 勘 定 貸 7,732 土 地 及 び そ の
定 着 物 の 信 託

34,235

現 金 預 け 金 3,445,091

15,533,915 15,533,915
(注）

１.記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。

２.元本補てん契約のある信託については、取扱残高はありません。

合 計合 計

金 額金 額 負 債資 産

 

ご参考 
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